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第 章    各 論 

 

 

基本目標１ 障害者の権利の擁護の推進 

基本施策（１）障害者の権利擁護に関する周知啓発及び理解と交流の促進  

障害者や障害に対する偏見や差別をなくし、ノーマライゼーションの理念の

浸透や、障害者に対する理解と認識を深めるため、「誰もが共に暮らすための障

害者の権利の擁護等に関する条例」（ノーマライゼーション条例）の理念の普及

啓発をはじめとする各種啓発活動の推進を図るとともに、各種行事や顕彰等を

実施し、障害のある人とない人との交流に努め、相互の理解を深めます。 
 

 

 

★① 障害者の権利の擁護等に関する条例の理念の普及啓発 

≪障害政策課≫   

「誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例」（ノーマライゼ

ーション条例）の理念及び障害者の権利の擁護等について障害のある人やない人、

民間事業者等に対する普及啓発活動を行うとともに、教育委員会と連携し、学齢期

から障害についての理解促進を図ります。また、より多くの市民が障害者や障害に

ついて関心を寄せ、正しく理解してもらうための取組をより一層推進していきます。 

 

★②「誰もが共に暮らすための市民会議」の実施 

≪障害政策課≫   

障害者施策の実施状況や課題等について、市民が相互に意見交換する場とし

て、誰もが参加することができる市民会議を実施します。また、それぞれの障害

の特性に配慮した資料作成や開催方法を工夫するなど、障害種別や障害のある

なしに関係なく、より幅広い市民に参加していただき、お互いの理解と交流を深

める場としていきます。 

  

実施事業 

実施事業、成果指標中の★印は、重点的に取り組む事業に

なります。

成果指標についての【現状】は、令和元年度の実績を基本

として記載しています。 
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③ ノーマライゼーション普及啓発イベントの実施 

≪障害政策課≫   

障害者に対する理解を深めるとともに、「誰もが共に暮らすための障害者の

権利の擁護等に関する条例」（ノーマライゼーション条例）の理念の普及啓発を

図ることを目的として、ノーマライゼーションカップを開催するとともに、毎

年12月３日から９日までの１週間の「障害者週間」を記念して、市民に広く障

害者への理解と関心を広めるとともに、障害者の社会参加を促進するため、さ

いたま市障害者協議会との共催により、啓発イベントを実施します。 

開催に当たっては、学齢期から障害についての理解促進を図ることの重要性

に鑑み、子どもたちを中心として、より多くの市民がノーマライゼーションの

理念に触れることができるよう、更なる内容の充実を図ります。 

 

④ 人権に関する学習の推進 

≪人権教育推進室≫   

地域住民の人権意識の高揚を図るため、障害のある人に対する人権問題など

をテーマにした人権講演会を、人権教育集会所で開催及び生涯学習総合センタ

ーや公民館での人権講座開催の支援により、人権に関する学習を推進します。 

また、身の回りの様々な人権問題に気づき、お互いの違いを認めることがで

きるように、児童生徒による人権標語・作文の取組を行うなど、人権を尊重し

合う教育を障害のある児童生徒にも、障害のない児童生徒にも行います。 

 

⑤ 交流及び共同学習の推進 

≪特別支援教育室≫   

障害のある児童生徒と障害のない児童生徒が、共に尊重し合いながら協働し

て生活していく態度を育むように交流及び共同学習を推進します。 

 

⑥ 心の健康に関する理解促進 

≪こころの健康センター≫   

心の健康に関する講演会を開催し、精神保健福祉に関する適切な知識の普及

啓発を図ります。 

 

 

  



 基本目標１ 障害者の権利の擁護の推進 
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⑦ 精神疾患に関する理解促進 

≪精神保健課≫   

「統合失調症」や「躁うつ病」などをテーマとした講演会を開催し、精神障

害者の自立と社会参加、及び精神障害に関する理解促進を図ります。 

 

⑧ 市職員の障害者への理解促進 

≪障害政策課≫   

市職員の障害に対する理解を深め、障害の特性に応じた適切な窓口等での応

対や庁内各部局の施策に活かすことを目的として、職員に対する研修を実施し

ます。 

 

 

 

 

事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

★① 

障害者の権利の擁護等に関す

る条例の理念の普及啓発 

≪障害政策課≫ 

地域の中で障害のある人

もない人も互いに理解し

支えあっていると感じる

市民の割合 

【55%】 

― ― 61% 

「自らが望む形で生活で

きている」と答えた障害

者等の割合 

【69%】 

― ― 73% 

③ 

ノーマライゼーション普及啓

発イベントの実施 

≪障害政策課≫ 

各種啓発イベントの 

参加者数 

【2,691 人】 

2,800 人 2,900 人 3,000 人 

参加者アンケートによる

障害について理解が深ま

ったと回答する方の割合

【87.6%】 

90% 90% 90% 

  

成果指標 
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事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

④ 
人権に関する学習の推進 

≪人権教育推進室≫ 

人権講演会を実施した人

権教育集会所並びに人権

講座を実施した生涯学習

総合センター及び公民館

の館数の割合 

【77.4％】 

100% 100% 100% 

人権標語・作文の応募 

点数 

【163,476 点】 

164,000 点 164,500 点 165,000 点

⑦ 
精神疾患に関する理解促進 

≪精神保健課≫ 

参加者アンケートによる 

満足度 

【76.9％】 

80% 80% 80% 

⑧ 

市職員の障害者への 

理解促進 

≪障害政策課≫ 

研修参加者のアンケート

による研修内容の 

役立ち度 

【アンケート未実施】 

70% 75% 80% 

 

  



 基本目標１ 障害者の権利の擁護の推進 
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基本施策（２）障害を理由とする差別の解消  

障害者の権利を守るため、「誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等

に関する条例」（ノーマライゼーション条例）や「障害を理由とする差別の解消

の推進に関する法律」（障害者差別解消法）に基づき、障害者に対する差別の解

消や合理的配慮の提供を推進するための取組を引き続き実施します。また、障

害者への差別が行われた場合には、相談や助言、あっせんなど適切な支援を行

います。 
 

 

 

★① 障害者差別への適切な対応、支援の実施 

≪障害政策課≫   

障害者相談支援指針に基づき、関係機関と連携し、障害者が差別や不当な扱

いを受けた際に、相談しやすい環境整備に努めるとともに、事実確認や助言、

あっせんなど適切な支援を行います。困難事例等については高齢・障害者権利

擁護センターと適切な連携を図るとともに、申立てに至った事案については障

害者の権利の擁護に関する委員会において助言、あっせん等を実施します。 

また、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別解消

法）に基づき、市民や民間事業者等に対し、差別解消に関する啓発や合理的配

慮の好事例の収集とその紹介等を行うとともに、民間事業者等が行う合理的配

慮に要する費用の一部を補助するなど、地域における身近な差別の解消や合理

的配慮の提供に関する取組をより一層推進していきます。 

 

★② 差別の解消及び権利擁護のための研修の実施 

≪障害政策課≫   

障害を理由とする差別に関する相談等に対応する各区役所支援課や障害者

生活支援センター、障害福祉サービス事業所等の職員等を対象に、障害者差別

に関する基礎的な研修を実施するとともに、障害者の権利の擁護に関する理解

を深めるための研修を実施します。 

また、市の職員が障害者に対して適切な応対をしていくための指針として策

定したさいたま市職員対応要領を活用し、市職員への意識の啓発を図ります。 

  

実施事業 
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事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

★① 

障害者差別への適切な対応、

支援の実施 

≪障害政策課≫ 

差別解消のための 

周知啓発 

【合理的配慮に関する 

好事例集やパンフ 

レットの配布等による 

周知啓発活動を実施】 

新たな合理

的配慮に関

する好事例

の収集 

新たな合理

的配慮に関

する好事例

集の作成 

新たな合理

的配慮に関

する好事例

集を活用し

た啓発 

★② 

差別の解消及び権利擁護の 

ための研修の実施 

≪障害政策課≫ 

研修参加者のアンケート

において「役に立った」と

回答した事業所職員の 

割合 

【アンケート未実施】 

70% 75% 80% 

 

 

  

成果指標 



 基本目標１ 障害者の権利の擁護の推進 
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基本施策（３）障害者への虐待の防止  

障害者の権利を守るため、「誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等

に関する条例」（ノーマライゼーション条例）に基づき、障害者への虐待を防止

するための取組を実施します。また、障害者に対する虐待には迅速に対応し、

適切な支援を行います。 

 
 

 

 

★① 障害者虐待への適切な対応、支援の実施 

≪障害支援課≫   

障害者虐待の通報に際しては、障害者相談支援指針に基づき、支援課及び障

害者生活支援センターが中心となって関係機関と連携し、緊急性の判断や被虐

待者の安全確保を行うなど、関係法令による権限の行使も含めた適切な対応、

支援を行います。 

また、過去の虐待事案について、定期的な訪問等によるモニタリングや個別

ケース会議を行うほか、障害者虐待により緊急に分離保護が必要な障害者を保

護するための場を活用して、虐待への迅速な対応や未然防止に取り組みます。 

 

★② 虐待の防止のための研修の実施 

≪障害支援課≫   

埼玉県虐待禁止条例において障害福祉サービス事業所等従事者の虐待防止研

修の受講が義務化されたことなどを踏まえて、市内の障害福祉サービス事業所

等に対する虐待防止研修を実施し、障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な

対応、虐待発見後の適切な支援の強化を図ります。 

 

③ 虐待事案等への対応力向上 

≪高齢福祉課、障害支援課≫   

高齢・障害者権利擁護センターにおいて、各区役所の高齢介護課・支援課及

び地域包括支援センター・障害者生活支援センターといった相談支援機関から

の、虐待事案等への対応に関する相談に、医師や弁護士などを含め、専門的な

見地からの助言を行います。また、相談支援機関の職員を対象に、虐待事案等

への対応に資する研修を行います。 

 

  

実施事業 
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事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

★① 

障害者虐待への適切な対応、

支援の実施 

≪障害支援課≫ 

緊急一時保護事業利用の

対象見直し 

【虐待事案のみ対象】 

対象見直し

の検討 
対象見直し 対象見直し

★② 

虐待の防止のための研修の 

実施 

≪障害支援課≫ 

研修参加者のアンケート

において「役に立った」と

回答した事業所職員の 

割合 

【アンケート未実施】 

70% 75% 80% 

③ 
虐待事案等への対応力向上 

≪高齢福祉課、障害支援課≫ 

研修受講者アンケートに

よる理解度 

【アンケート未実施】 

75% 80% 85% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

成果指標 



 基本目標１ 障害者の権利の擁護の推進 
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基本施策（４）成年後見制度の利用の支援  

判断能力が十分でないため契約や金銭管理が困難な障害者の権利や利益を

保護し、地域で安心して暮らすことができるよう、成年後見制度の適切な利用

を支援します。また、成年後見制度の利用を促進するため、成年後見制度を広

く周知、啓発する取組を行います。 
 

 

 

① 成年後見制度の利用の促進 

≪高齢福祉課、障害支援課≫   

「成年後見制度利用促進法」に基づき、高齢・障害者権利擁護センターを中

核に、地域の関係機関等と連携して、成年後見制度の広報、相談対応、市民後

見人の養成及び活動支援等を行い、高齢者及び障害者の権利擁護を進めます。 

 

② 成年後見制度利用支援事業の実施 

≪障害支援課≫   

判断能力が十分でない知的障害者や精神障害者等に対して、成年後見制度を

適切に利用できるよう支援を行います。身寄りがない場合は市長による後見開

始等審判の請求を行います。費用負担が困難な方へ制度利用に係る費用の助成

を実施します。 

 

 

 

事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

① 
成年後見制度の利用の促進 

≪高齢福祉課、障害支援課≫ 

セミナーを受講した市民

の人数(累計) 

【156 人】 

296 人 366 人 436 人 

成年後見制度に関する 

市民からの新規相談対応

件数 

【118 件】 

120 件 120 件 120 件 

市民後見人候補者へのフ

ォローアップ研修受講率 

【82％】 

85% 85% 85% 

 

  

成果指標 

実施事業 
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基本目標２ 質の高い地域生活の実現 

基本施策（１）ライフステージを通じた切れ目のない支援  

障害者に対し、乳幼児期から高齢期までの全てのライフステージを通じ、一

貫した切れ目のない支援を行います。 

また、障害者に対する教育については、障害者が生活する地域において受け

ることができるよう、障害者が必要とする教育内容と支援方法を把握し、その

内容に沿った包括的な教育を行います。 
 

 

 

① 乳幼児発達健康診査の実施 

≪地域保健支援課≫   

乳幼児健康診査・育児相談などで、身体発育・精神言語発達等について、専

門医等によるスクリーニングが必要と判断された乳幼児を対象に健康診査を

行い、疾病の早期発見及び発育・発達の支援を行います。 

 

② 私立幼稚園等の特別支援事業の促進 

≪幼児政策課≫   

私立幼稚園等に通園する心身に障害のある幼児やその疑いのある幼児に対す

る特別支援教育の充実を図ります。特に対象の幼児がいる園については、補助

職員の採用や特別支援に必要な用具の設置、教諭の研修等、園運営の円滑化や

保育環境の充実に必要な経費の助成を行います。 

 

③ 障害児等受入れ園への支援及び相談業務の充実 

≪幼児政策課、保育課≫   

保育者を対象とした専門知識を得るための研修の開催や巡回保育相談等の

実施、私立幼稚園・保育所等において障害児等を受け入れる際に加配の保育者

を配置するための人件費等を補助することにより、障害児等の受入れを促進し

ます。 

 

  

実施事業 



 基本目標２ 質の高い地域生活の実現 
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④ 療育体制の強化と効果的な支援の推進 

≪総合療育センターひまわり学園総務課・医務課、療育センターさくら草≫   

発達に遅れのある子どもや障害児等の早期発見と早期療育を行い、医療と福

祉が一体となって専門的な立場から子どもの状態に合わせた療育や保護者支

援を実施します。 

また、障害のある子どもが身近な地域で適切な支援を受けられる環境を整備

するため、医師による地域への支援を拡大します。 

さらに、初診待ち期間の長期化及び療育センターが市西部に偏っている地域

偏在を解消するため、新療育センターの設置について取り組みます。 

 

★⑤ 発達障害・情緒障害通級指導教室の新設・増設 

≪特別支援教育室≫   

通常の学級に在籍する障害のある児童生徒が、身近な教室で障害に応じた特

別の指導を受けられるよう、発達障害・情緒障害通級指導教室の新設・増設を

実施します。 

 

⑥ 相談支援体制の充実 

≪特別支援教育室≫   

障害のある児童生徒が適切な支援を受けられるように特別支援教育相談セン

ターにおいて、就学や発達の相談・支援を行います。 

 

⑦ 心身障害児特別療育費の補助 

≪障害支援課≫   

重症心身障害児が入所している県内の施設に対し、直接処遇職員の人件費と

貸おむつの費用の一部を特別療育費として補助することで、入所している重度

障害児の処遇の適正化を図ります。 
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事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

③ 

障害児等受入れ園への支援 

及び相談業務の充実 

≪幼児政策課、保育課≫ 

発達に遅れ等のある児童

に支援を行う幼児教育・ 

保育施設の数 

【221 施設】 

250 施設 260 施設 270 施設 

④ 

療育体制の強化と効果的な 

支援の推進 

≪総合療育センターひまわり 

学園総務課・医務課、 

療育センターさくら草≫ 

初診待ち期間 

【61 日】 
59 日 58 日 57 日 

医師による地域支援活動

数(診療以外) 

【94 回】 

95 回 98 回 100 回 

★⑤ 

発達障害・情緒障害通級指導

教室の新設・増設 

≪特別支援教育室≫ 

発達障害・情緒障害通級

指導教室の新増設数 

【1教室】 

3 教室 3 教室 3 教室 

 

  

成果指標 
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基本施策（２）障害者の自立の助長及びその家族の負担の軽減のための 

        総合的な支援  

障害者が地域で安心して自立した生活を送ることができるよう、それぞれの

障害の特性や生活のしづらさに応じた各種サービスや手当等を支給するなど、

障害者の自立の助長とその家族等の負担や不安を軽減するための必要な措置

を講じるとともに、全ての市の機関が相互に連携し、障害者の地域生活の支援

を行います。 
 

 

 

★① 障害者（児）への福祉サービスの充実 

≪障害支援課≫   

障害者（児）が地域で安心して暮らすために必要な各種障害福祉サービスや

地域生活支援事業を提供するとともに、各種サービス等の提供体制の安定と充

実を図ります。 

 

※障害者総合支援法に基づく各種福祉サービス等は、「第３章 第６期障害

福祉計画及び第２期障害児福祉計画」に数値目標や見込量を記載しています。 

 

★② 障害福祉サービス事業所等の整備の促進 

≪障害政策課≫   

国庫補助金を活用し、特別支援学校卒業後の障害者の社会的自立を支援する

ため、指導や訓練などを行う障害福祉サービス事業所等の整備を促進します。

特に、重度障害者が利用する生活介護を行う障害福祉サービス事業所の整備を

促進します。また、障害者の家族等の負担を軽減するため、短期入所事業所（シ

ョートステイ）の整備に努めます。 

 

 ③ 指導監査の実施 

≪監査指導課≫   

自立支援給付等対象サービスの質の確保及び自立支援給付等の適正化を図

るため、指定障害福祉サービス事業者等に対し、人員、設備及び運営に関する

基準等について指導監査を実施します。特に、新規事業所等の実地指導未実施

の事業所に重点を置き、運営早期のうちに指導を行い、過誤等の長期 

化防止を図ります。 
 

  

実施事業 
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 ④ 心身障害者医療費の給付 

≪年金医療課≫   

心身障害者やその家族の経済的負担を軽減し、福祉の増進を図るため、身体

障害者手帳１～３級所持の方、療育手帳Ⓐ・Ａ・Ｂ所持の方、精神障害者保健

福祉手帳１級所持の方（精神病床への入院費用は助成対象外）、65歳以上で埼玉

県後期高齢者医療広域連合等の障害認定を受けている方に対し、医療保険各法

に基づく一部負担金を支給します。 

 

 ⑤ ふれあい収集の実施 

≪資源循環政策課≫   

一人暮らしの高齢者や障害者等で、自らごみを収集所に出すことができない

市民の方の自宅を市職員が訪問し、玄関先などからごみを収集します。 

 

 ⑥ 聴覚障害者のための社会教養講座の実施 

≪生涯学習振興課≫   

聴覚障害者が社会生活を営む上で必要な知識・技能を習得するほか、意見・

情報交換など交流の機会ともなる社会教養講座を実施します。 

 

★⑦ 精神障害者を支える地域包括ケアシステムの構築 

≪障害支援課、こころの健康センター、精神保健課≫   

精神障害の程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができ

るよう、精神障害者（発達障害者及び高次脳機能障害者を含む）を支える地域

包括ケアシステムの構築を図ります。 

システムの構築に当たっては、障害福祉、医療、介護、住まい等を包括的に

提供することや、精神障害者の家族に対する支援の充実が実現できるよう、関

係者の協議の場として地域自立支援協議会を活用し、検討を進めます。 

また、モデル事業を通じて蓄積した手法を活かして、地域ごとに精神科等医

療機関、障害福祉サービスや介護保険の地域援助事業者等との重層的な連携に

よる支援体制の構築を図り、市全域での訪問支援（アウトリーチ）の実施を目

指します。 

併せて、地域の支援者等を対象とした研修会を実施します。 

 

  



 基本目標２ 質の高い地域生活の実現 

 

77 

  

 ⑧ 精神科救急医療体制整備事業の実施 

≪健康増進課≫   

夜間、休日の緊急的な精神医療相談を精神科救急情報センターで行うことによ

り、精神障害者が地域で安心して暮らせるよう支援するとともに、引き続き埼玉

県と共同で民間医療機関の輪番制による精神科救急医療体制整備事業を実施しま

す。 

 

 ⑨ ひきこもり対策推進事業の実施 

≪こころの健康センター≫   

「ひきこもり相談センター」において、不登校・ひきこもりの児童期から成

人期の方を対象に、電話・面接等による専門相談を実施するとともに、関係機

関との連携や普及啓発、人材育成を実施し、ひきこもり対策の推進を図ります。 

また、ひきこもり当事者・家族を訪問等で支援するリレートサポーターを養

成し派遣するほか、ひきこもり当事者を対象としたグループ活動を実施し、社

会参加に向けた日常生活における様々なスキルを身に付けるための支援等を

行います。 

 

 ⑩ 依存症対策地域支援事業の実施 

≪こころの健康センター≫   

アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症者及びその家族を対象に、個別相

談、グループ事業などを実施するとともに、地域の関係機関との連携や普及啓

発、支援者養成を行い、依存症対策の推進を図ります。 

 

 ⑪ 家族教室の開催 

≪精神保健課≫   

回復途上にある統合失調症患者の家族を対象に、統合失調症の疾患や障害、

家族の対応の仕方や社会資源の活用について学習する教室を開催します。疾患

や障害等の正しい知識の習得、家族自身の健康の向上を図ります。 
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★⑫ 高次脳機能障害の相談支援と普及啓発 

≪障害者更生相談センター≫   

高次脳機能障害者（児）及び家族等を対象に関係機関と連携を図りながら必

要な相談支援を行うとともに、早期に適切な支援につなぐための普及啓発に取

り組みます。また、地域相談会やグループ活動、家族教室、ピアサポーター養

成講座を実施することにより、ピアカウンセリングや社会参加の場の創出、家

族の負担軽減と対応方法の充実を図ります。 

 

★⑬ 発達障害者（児）に対する支援の充実 

 ≪障害政策課、障害者総合支援センター、総合療育センターひまわり学園育成課、   

    療育センターさくら草、子ども家庭総合センター子ども家庭支援課≫   

発達障害及びその疑いがある子どもの早期発見、早期支援を図るとともに、

早期の発達相談や専門的な相談など必要な支援を行うため、発達障害児が日常

を過ごす保育所、幼稚園及び療育施設等の職員に対して、専門職による支援を

実施します。 

また、保護者向けの支援として、障害児の行動を理解し、その対応方法の習

得を目的とした保護者向け勉強会やペアレントトレーニング、発達障害児を育

ててきた同じ立場の親が助言等を行うペアレントメンター事業を実施します。 

保育施設等の子育て支援に携わるスタッフを対象に、子育て支援に役立つプ

ログラムとツール（教材）の作成や、その活用法に関する研修等の開催、実践

のフォローアップを実施することで、養育者が抱く子どもの発達・発育上の「心

配事」や子ども自身の「困り感」に対応できる「インクルパートナー」を養成

し、地域の子育て支援力の向上を目指します。 

さらに、発達障害及びその疑いがある学生等を対象に、就労の選択肢や就職

活動の進め方に関する講座を開催し、その人らしい自立を考える機会とする

「学生向けキャリア形成支援事業」を行うとともに、発達障害者の社会参加を

推進するため、「発達障害者社会参加事業」を実施し、発達障害者の日中体験活

動の場、交流や仲間づくりを行う場等を提供し、社会参加意欲の向上や社会か

らの孤立の予防を図ります。 
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事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

★② 

障害福祉サービス事業所等の

整備の促進 

≪障害政策課≫ 

国庫補助金を活用した障

害福祉サービス事業所等

の整備人数 

【20 人】 

40 人 40 人 40 人 

③ 
指導監査の実施 

≪監査指導課≫ 

指導監査実施事業所数 

【146 事業所】 
146 事業所 146 事業所 146 事業所

★⑦ 

精神障害者を支える地域包括

ケアシステムの構築 

≪障害支援課、こころの健康 

センター、精神保健課≫ 

訪問支援(アウトリーチ) 

実施地域の拡大 

【2区実施】 

4 区実施 6 区実施 8 区実施 

⑨ 

ひきこもり対策推進事業の 

実施 

≪こころの健康センター≫ 

思春期・成人期のひきこ

もり当事者グループ参加

者へのアンケートによる 

満足度 

【アンケート未実施】 

90% 90% 90% 

⑩ 

依存症対策地域支援事業の 

実施 

≪こころの健康センター≫ 

支援者養成研修受講者へ

のアンケートによる 

役立ち度 

【アンケート未実施】 

70% 75% 80% 

⑪ 
家族教室の開催 

≪精神保健課≫ 

参加者アンケートによる

理解度 

【74.5%】 

80% 80% 80% 

 

 

 

 

  

成果指標 
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事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

★⑬ 

発達障害者(児)に対する 

支援の充実 

≪障害政策課、 

障害者総合支援センター、 

総合療育センター 

ひまわり学園育成課、 

療育センターさくら草、 

子ども家庭総合センター 

子ども家庭支援課≫ 

療育施設等へ実施した 

支援内容の活用度 

【アンケート未実施】 

80% 80% 82% 

ペアレントメンター 

相談・交流会等参加者数

(延べ) 

【61 人】 

65 人 70 人 75 人 

インクルパートナー 

養成数 

【現インクルパートナー 

数 212 人】 

70 人 70 人 70 人 

発達障害者社会参加事業

利用登録者で、支援プロ

グラムや講座に年 2 回 

以上参加できた当事者の

割合 

【67%】 

67% 70% 70% 

学生向けキャリア形成支

援事業支援者向け講座

で、内容が理解できたと

回答した支援者の割合 

【90%】 

90% 90% 90% 
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基本施策（３）障害者の居住場所の確保  

障害の種別や程度にかかわらず、障害者が自ら選択した地域で暮らすことが

できるよう、障害者の住まいの確保や、支援を行います。 
 

 

 

★① グループホームの整備の促進 

≪障害政策課≫   

障害の種別や程度にかかわらず、障害者が自ら選択した地域で暮らすことが

できるよう、国庫補助金を活用し医療的ケアや強度行動障害などの重度障害者

や入所施設等からの地域移行を希望する障害者を受け入れるグループホーム

の民間整備を促進します。また、不動産会社等と連携して空き部屋や空地等を

活用したグループホームの整備を促進します。 

 

 ② 障害者生活支援センターを中心とした居住支援の実施 

≪障害支援課≫   

障害者生活支援センターが中心となり、障害者の居住場所の確保に係る調整

等を行うとともに、障害者が地域で安心して暮らし続けることができるよう、

生活上の課題に応じた支援機関の紹介などを行います。 

 

 ③ 市営住宅における障害者などへの入居優遇 

≪住宅政策課≫   

市営住宅への入居を希望する障害者への入居優遇措置を行うとともに、入居

者の暮らしやすさを考慮した運用を図ります。 

 

 ④ 民間賃貸住宅への入居支援 

≪住宅政策課≫   

高齢者、障害者、外国人等の住宅確保要配慮者に対して、賃貸住宅に関する

情報提供を行うとともに、賃貸人への入居促進に向けた啓発を図ることにより、

民間賃貸住宅への入居を支援します。 

 

 

 

 

  

実施事業 
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 ⑤ 居宅改善整備費の補助 

≪障害支援課≫   

肢体不自由の方の暮らしを支援するため、居室、浴室、便所などの住居の一

部を改修する場合の経費を補助します。 
 

 

 

 

事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

★① 
グループホームの整備の促進 

≪障害政策課≫ 

グループホームの定員数 

【617 人】 
900 人 1,010 人 1,120 人 

 

  

成果指標 
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基本施策（４）相談支援体制の充実  

障害者やその家族などが、その人の実情に合った的確な情報の提供や相談を、

身近なところで気軽に受けられるよう、各種相談窓口を設置するとともに、各

種相談窓口に関する周知を図ります。 

また、障害者の意思決定支援を踏まえ、障害者が自ら主体的に福祉サービス

等を選択できるよう、様々な障害の特性に応じて、国や県等の専門機関などの

関係機関と有機的な連携を図るとともに、地域のネットワークを活用し、相談

支援に携わる支援者の質の向上を図るなど、総合的な相談支援体制の充実を図

ります。 
 

 

 

 ① 地域自立支援協議会等を中心とした相談支援の充実 

≪障害支援課≫   

地域自立支援協議会を中心として、障害福祉に関する関係機関相互の連携体

制を強化するとともに、地域の実情や課題について関係機関が情報を共有し、

課題の解決に取り組んでいく場として、協議会の地域部会等を活用するなど、

相談支援体制の充実を図ります。 

また、障害者相談支援指針を周知、活用し、相談支援に携わる支援者の力量

の高度平準化を図ります。 

 

 ② 精神保健福祉地域ネットワーク連絡会の開催 

≪こころの健康センター≫   

地域の精神保健福祉活動に携わる支援者と当事者や家族も含めた連携を推

進するため、さいたま市精神保健福祉地域ネットワーク連絡会を開催します。 

 

★③ 障害者生活支援センターの充実 

≪障害支援課≫   

障害者本人や家族からの様々な相談に対応できる身近な相談機関である障

害者生活支援センターについて、障害者の権利擁護や地域移行・地域定着等の

課題への対応のため、体制及び人員の見直しや基幹相談支援センターを中心と

した機能の強化を図るとともに、こころの健康センターや保健所等の関係機関

との連携を密にし、相談支援体制の充実を図ります。 

 

  

実施事業 
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 ④ 精神保健福祉に関する相談の実施 

≪精神保健課、こころの健康センター≫   

精神保健課・各区役所保健センターでは、相互の連携を密にしながら、市民

の身近な機関として、精神保健福祉に関する相談に対応します。さらに、必要

に応じて、こころの健康センター・障害者総合支援センターや障害者生活支援

センターなどの関係機関との連携を図ります。 

こころの健康センターでは、依存症・自殺関連、ひきこもり、思春期等ここ

ろの健康に関する様々な相談に対応します。 

 

 ⑤ 障害者相談員の設置 

≪障害支援課≫   

地域において身体、知的、精神、発達障害及び難病当事者や家族からの相談

を受ける相談員を民間の協力者の中から委嘱し、必要な相談支援を行います。

身近な地域で相談に応じることで在宅生活を支えるとともに、福祉事務所や障

害者生活支援センターなどとの連携を強化し、障害者のニーズに即した対応を

図っていきます。また、各区役所支援課に心身障害者相談員を配置し、障害者

の家庭、生活等の問題及び更生援護相談に応じるほか、必要な助言及び指導を

行い、福祉の増進を図るとともに、障害のある方やその家族等が参加するイベ

ント等において、事業の周知に努めます。 

 

 ⑥ 聴覚障害者相談員の設置 

≪障害支援課≫   

聴覚障害のある方を聴覚障害者相談員として設置し、特に聴覚障害者の就労

や通院、学校などの日常生活上の問題について相談に応じ、必要な助言や情報

提供などを行います。また、ホームページ等を活用し、事業の周知啓発に努め

ます。 
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 ⑦ 福祉の複合的な課題に係る相談支援体制の充実 

≪福祉総務課≫   

複合化・複雑化する地域生活課題の解決に向けて、各相談支援機関の連携強

化に資する取組を実施します。協働の中核の機能を果たす役割として、区役所

福祉課内に相談支援包括化推進員を配置し、各相談支援機関への適切なつなぎ

を行うほか、把握した地域生活課題の解決策を検討する場を主催するなど、モ

デル事業における効果検証、課題整理等を踏まえ、包括的な支援体制の全区拡

大に向けて、段階的に取り組みます。 

 

 

 

 

事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

① 

地域自立支援協議会等を 

中心とした相談支援の充実 

≪障害支援課≫ 

地域部会の設置 

【1区】 
追加 1 区 追加 1 区 追加 1 区 

★③ 

障害者生活支援センターの 

充実 

≪障害支援課≫ 

基幹相談支援センター 

整備 

【令和 2年度 

 3 か所目の整備】 

追加 1 区 追加 1 区 追加 1 区 

⑦ 

福祉の複合的な課題に係る 

相談支援体制の充実 

≪福祉総務課≫ 

包括的な支援体制の拡大 

【令和 2年度 1 区】 
4 区 10 区 － 

  

成果指標 
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基本施策（５）人材の確保・育成  

必要な障害福祉サービスを将来にわたって安定的に提供できるよう、民間事

業者や関係機関等と連携し、障害福祉分野に関わる人材の確保を支援します。 

あわせて、障害者の意思決定支援を踏まえた多様なニーズと実態の把握に努

め、より質の高いサービスを提供するために、保健・医療・福祉等の関係機関

や、地域の障害福祉サービス事業所等との連携を密にし、必要な人材の育成を

図ります。 

また、手話通訳者や要約筆記者の養成・確保や移動支援、代読・代筆支援、

資料を作製する人材の育成等を行うことで、聴覚障害者等のコミュニケーショ

ンの支援や視覚障害者等の移動や情報アクセス、読書環境のアクセシビリティ

を高めます。さらに、高次脳機能障害など様々な困難を抱えた方の相談に対応

できるよう職員等の研修を実施します。 
 

 

 

★① 障害福祉分野に関わる人材確保・職場定着支援 

≪障害政策課、障害支援課≫   

障害福祉分野に関わる人材確保を図るため、民間事業者や関係機関等と連携

し、障害福祉の魅力を発信する就職面談会を実施します。 

また、障害福祉分野に関わる人材の職場定着を図るため、福祉・介護職員の

安定的な処遇改善などを目的に創設された「福祉・介護職員処遇改善(特別)加

算」、「福祉・介護職員等特定処遇改善加算」について、障害福祉サービス事業

所に対して窓口や事業所全体への集団指導の場で周知啓発を行います。 
 

★② 手話講習会の開催 

≪障害支援課≫   

聴覚障害者にとって大切な言語である手話を学ぶことにより、聴覚障害者へ

の理解を深め、聴覚障害者の社会参加とコミュニケーション支援の充実を図る

ことを目的として、手話奉仕員・手話通訳者養成講習会を開催します。 

また、受講者の募集方法を工夫するなど受講機会を拡大し、手話通訳者の増

員を図ります。 

 

  

実施事業 
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★③ 要約筆記者養成講習会の開催 

≪障害支援課≫   

聴覚障害者（難聴者・中途失聴者）の生活及び関連する福祉制度や権利擁護、

対人援助等についての理解と認識を深めるとともに、要約筆記を行うために必

要な知識及び技術の習得を目的として、要約筆記者養成講習会（手書き・パソ

コン）を開催します。 
 

 ④ 市職員に対する手話等の研修の実施 

≪障害支援課、人材育成課≫   

市職員の聴覚障害者への理解と人権意識を深めることを目的として、聴覚障

害者への応対力を高める手話の実技研修や聴覚障害者の問題や生活について

考える特別講演を実施します。 

 

 ⑤ 高次脳機能障害に関する職員研修の実施 

≪障害者更生相談センター≫   

高次脳機能障害の支援に携わる職員のスキルアップを目的とした研修会を

実施します。 

 

 ⑥ 精神保健福祉に関する関係機関向け研修の実施 

≪こころの健康センター≫   

区役所職員や地域の関係機関で精神保健福祉業務に携わる職員等を対象と

し、精神保健福祉に関する支援技術の向上を図るため、日常の相談業務に必要

な基礎知識、専門的知識等に関する研修会を実施します。 

 

 ⑦ 特別支援教育に関する教職員研修の実施 

≪教育研究所≫   

「誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例」（ノーマラ

イゼーション条例）の理念を含めた教職員向けの特別支援教育に関わる研修を

実施します。講義や演習を通して、障害の特性に応じた適切な指導の充実を図

り、ノーマライゼーションの理念の啓発とそれを踏まえた指導力の向上を図り

ます。また、研修内容を校内研修や会議等で周知するよう、積極的に働きかけ

ます。 
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 ⑧ 特別支援教育に関する教職員の専門性の向上 

≪特別支援教育室≫   

教職員の特別支援教育に係る専門性の向上を図り、共生社会の形成を目指し、

一人ひとりの教育的ニーズに応じた特別支援教育を推進します。 

 

 ⑨ 地域のネットワークを活用した人材育成 

≪中央区役所支援課、岩槻区役所支援課≫   

区役所において障害福祉を担当する支援課と、地域の事業所等の関係機関が

ネットワークを構築し、情報交換や意見交換を行い、地域課題の共有を通して、

障害福祉サービスの質の向上を図ります。 

 

 ⑩ 視覚障害者等用資料を作製する人材の育成 

≪中央図書館資料サービス課≫   

点字資料、点訳絵本、デイジー図書などの視覚障害者等用資料を作製するボ

ランティアを育成するため、講習会等を実施します。 

  



 基本目標２ 質の高い地域生活の実現 
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事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

★① 

障害福祉分野に関わる 

人材確保・職場定着支援 

≪障害政策課、障害支援課≫ 

就職面談会の来場者数 

【未実施】 
30 人 40 人 50 人 

★② 
手話講習会の開催 

≪障害支援課≫ 

修了者数 

【218 人】 
220 人 220 人 220 人 

★③ 
要約筆記者養成講習会の開催 

≪障害支援課≫ 

修了者数 

【7人】 
10 人 10 人 10 人 

④ 

市職員に対する手話等の 

研修の実施 

≪障害支援課、人材育成課≫ 

実技研修・特別講演合計

参加者数 

【53 人】 

60 人 60 人 60 人 

⑤ 

高次脳機能障害に関する 

職員研修の実施 

≪障害者更生相談センター≫ 

受講者アンケートによる

理解度 

【アンケート未実施】 

70% 75% 80% 

⑧ 

特別支援教育に関する 

教職員の専門性の向上 

≪特別支援教育室≫ 

特別支援教育に関する 

専門研修の実施回数 

【20 回】 

20 回 20 回 20 回 

⑩ 

視覚障害者等用資料を 

作製する人材の育成 

≪中央図書館 

資料サービス課≫ 

講習会等への参加人数 

【74 人】 
80 人 80 人 80 人 

 

 

 

 

 

 

  

成果指標 
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基本目標３ 自立と社会参加の仕組みづくり 

基本施策（１）情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実  

様々な障害の特性により意思疎通や情報取得が困難な障害者に対して、それ

ぞれの障害の特性を理解し、言語（手話を含む）その他の意思疎通のための手

段や代読・代筆支援等の情報取得のために必要な配慮を行います。 

また、市からのお知らせや行政サービス、イベントなどの情報提供に当たっ

ては、ホームページやＳＮＳ等の様々な媒体やＩＣＴの利活用を促進するなど、

それぞれの障害の特性に応じた、誰もが利用でき、わかりやすいものとなるよ

うに努めます。 

さらに、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書バリアフ

リー法）が制定されたことを踏まえ、図書館において提供する書籍等について

は、視覚障害をはじめとした発達障害、肢体不自由等の障害により、読書が困

難な方に対する配慮がなされた書籍等の量的拡充及び質の向上を図ります。 
 

 

 

 ① 障害者等に配慮した情報提供 

≪障害支援課、広報課≫   

障害福祉に関するサービスなどをまとめたガイドブックを作成し、障害者や

その家族等が利用できるサービス等についての周知を図るとともに、利用者の

利便性を向上させるために、利用できるサービス等を各障害別に整理して、わ

かりやすく周知します。また、視覚障害に配慮した媒体によるガイドブックや

市報さいたまを発行します。 

さらに、ホームページによる情報提供に当たっては、ユーザビリティやアク

セシビリティなどの考え方に沿ったガイドライン（日本産業規格JIS X 8341-3

等）に基づいて、ホームページの作成・公開を行います。 

 

 ② 聴覚障害者への情報提供の充実 

≪障害支援課≫   

聴覚及び音声又は言語機能障害のある方が、各種の手続き、相談等を行う際

や、研修、会議等の参加時などに、円滑にコミュニケーションが図れるよう、

手話通訳者及び要約筆記者を派遣するとともに、関係機関等と連携を図りなが 

  ら、情報提供を行います。 

 

 

実施事業 
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 ③ 視覚障害者への情報提供の充実 

≪障害支援課≫   

視覚障害者向けに、新聞、雑誌、広報など必要な情報を定期的に点訳、音訳

して提供するとともに、市内各区の情報や見どころについて、情報提供を行い

ます。 

 

 ④ 選挙時の情報提供 

≪選挙課≫   

さいたま市議会議員選挙及びさいたま市長選挙の執行に際し、選挙人に対し

てさいたま市選挙管理委員会が発行する選挙公報の情報を周知するため、視覚

障害者向けに作成された音声テープ及びデイジーＣＤを希望者に配布すると

ともに、デイジーＣＤを市内図書館及び各区選挙管理委員会事務局に設置する

ことにより、視覚障害者の投票環境の向上を図ります。また、選挙特設ホーム

ページ等で、これらの周知を図ります。 

また、各投票所にコミュニケーションボードを設置するなど、さまざまな障

害に応じた投票環境の向上を図ります。 

 

 ⑤ 障害者用資料の収集と作製の充実 

≪中央図書館資料サービス課≫   

いろいろな方が図書館を活用できるように、一般の図書資料だけでなく、大

活字資料や視聴覚資料（字幕付映像資料を含む）の充実を図るとともに、資料

を検索しやすいように図書館ホームページのアクセシビリティを高めます。 

また、活字をそのままでは利用できない方のために、利用できるよう変換し、

点字資料、デイジー資料、点訳絵本等として作製し、提供します。 

さらに、さいたま市図書館が作製した点字資料、デイジー資料の視覚障害者

等用データを国立国会図書館に提供し、活字をそのままでは利用できない方が

ダウンロードして利用できるようにします。 
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 ⑥ 図書館資料へのアクセスの確保 

≪中央図書館資料サービス課≫   

図書館へのアクセスが困難な方に対して実施している宅配（郵送）サービス

について、ＰＲを強化し、利用者数、貸出点数を拡大します。 

 

 

 

 

事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

⑤ 

障害者用資料の収集と作製の 

充実 

≪中央図書館 

資料サービス課≫ 

所蔵数 

(デイジー図書、 

 点字資料、点訳絵本) 

【1,891 タイトル】 

1,920 

タイトル 

1,940 

タイトル 

1,960 

タイトル 

国立国会図書館への 

視覚障害者等用データの 

提供数 

【779 タイトル(累計)】 

20 

タイトル 

20 

タイトル 

20 

タイトル 

⑥ 

図書館資料へのアクセスの 

確保 

≪中央図書館 

資料サービス課≫ 

宅配(郵送)サービス 

登録者数 

【43 人】 

48 人 50 人 52 人 

宅配(郵送)サービス 

貸出点数 

【440 点】 

460 点 480 点 500 点 

  

成果指標 
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基本施策（２）障害者の就労支援  

障害者の雇用を促進するため、就労に関する情報の提供・相談支援、能力開

発や訓練の機会の拡充及び雇用の場の開拓によって、就労の場の確保を図ると

ともに、就職の意向確認から就労後のフォローまで一貫した、きめ細やかな支

援を実施します。さらに、障害特性やニーズに合わせて、適切な機関につなぐ

支援を行います。 

また、就労継続支援事業所等における福祉的就労についても、適切な工賃が

確保できるよう支援します。 
 

 

 

★① 障害者総合支援センターを拠点とした就労支援の充実 

≪障害者総合支援センター、労働政策課≫   

障害者総合支援センターを拠点として、就労を希望する障害者や就労してい

る障害者が安心して働き続けるための支援を行います。 

個々の障害の特性に適した支援を行うため、国や県などの専門機関と有機的

な連携を図り、就労への支援を行います。また、障害者雇用への理解促進、雇

用の場の創出・拡大を図ります。 

さらに、就労後、必要とされる事業所にジョブコーチを派遣し、就労の相談

や職場環境の調整を行い、職場定着における支援の充実を図ります。 

 

 ② 障害者ワークフェア等共同開催事業 

≪障害支援課、障害者総合支援センター≫   

障害者の就労に関する理解を深め、障害者雇用の一層の促進を図るため、公

共職業安定所や埼玉県就業支援課と協力して、「障害者就職面接会」及び「障害

者ワークフェア」を共同開催します。 

 

★③ 障害者優先調達の推進 

≪障害支援課、障害者総合支援センター≫   

障害者就労施設で就労する障害者や在宅で就業する障害者等の経済面の自

立を進めるため、優先調達推進方針を策定し、障害者就労施設等からの優先的、

積極的な物品等の購入に全庁的に取り組みます。 
 

  

実施事業 
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★④ 自主製品販売事業の活性化 

≪障害支援課、障害者総合支援センター≫   

障害者の工賃の向上を図るとともに、障害に対する理解を促進するため、市

民が多く集まるイベント等への出店など、障害者の自主製品の販売の機会の創

出に取り組みます。 

また、自主製品の開発や品質の向上を図るために、その指導等を行うアドバ

イザーの派遣等に取り組みます。 

 

 ⑤ さいたまステップアップオフィスにおける障害者の雇用と就労支援 

≪人事課、教育総務課、障害者総合支援センター≫   

さいたま市において、民間企業等へ直接就職することが困難な知的障害者や

精神障害者を雇用し、さいたまステップアップオフィスにおける就労経験を通

して、課題の改善や一般就労に必要なスキルを習得することで、民間企業等へ

の就職（ステップアップ）を支援します。 

 

 ⑥ 重度障害者の就労支援事業 

≪障害支援課≫   

重度障害者の日常生活に係る支援を、在宅における就労中にも行うことで重

度障害者の就労機会の拡大に取り組みます。 

 

  



 基本目標３ 自立と社会参加の仕組みづくり 

 

95 

 

 

 

事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

★① 

障害者総合支援センターを 

拠点とした就労支援の充実 

≪障害者総合支援センター、 

労働政策課≫ 

企業開拓により、事業者

が新規に障害者雇用を始

めた件数 

【0件】 

1 件 1 件 2 件 

障害者総合支援センター

登録者の就労増員数 

【70 人】 

90 人 91 人 92 人 

受入協力企業での 

実習件数 

【39 件】 

45 件 46 件 47 件 

★③ 

障害者優先調達の推進 

≪障害支援課、 

障害者総合支援センター≫ 

障害者就労施設等からの

調達件数 

【205 件】 

225 件 230 件 235 件 

★④ 

自主製品販売事業の活性化 

≪障害支援課、 

障害者総合支援センター≫ 

カタログを活用した 

周知啓発 

【カタログ作成】 

カタログを

活用した 

周知啓発 

カタログを

活用した 

周知啓発 

カタログを

活用した 

周知啓発 

⑤ 

さいたまステップアップ 

オフィスにおける障害者の 

雇用と就労支援 

≪人事課、教育総務課、 

障害者総合支援センター≫ 

障害者の雇用者数 

【18 人】 
18 人 18 人 18 人 

退職時の民間企業等への

就職率 

【75%】 

100% 100% 100% 

  

  

成果指標 
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基本施策（３）アクセシビリティに配慮した空間の整備  

公共建築物、道路、公園、公共交通機関の施設などの既存施設について、「高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）や日

本産業規格等の主旨を踏まえ、バリアフリー化に努めるとともに、ユニバーサ

ルデザインの視点を取り入れるなど、アクセシビリティに配慮した誰もが快適

に安心して利用できるものに整備していきます。 
 

 

 

 ① ユニバーサルデザインの推進に関する職員への意識啓発 

≪都市経営戦略部≫   

ユニバーサルデザインの都市づくりを推進するため、ユニバーサルデザイン

推進基本指針に基づき、職員への意識啓発として、職員向け研修や庁内の取組

に関する情報共有・発信等を行います。 

 

 ② 福祉のまちづくりの推進 

≪福祉総務課≫   

高齢者、障害者等をはじめとする全ての市民が安心して生活し、誰もが心豊

かに暮らすことができる都市の実現のために、ハード面における整備基準に基

づく審査を行うほか、小・中学校を中心とした地区で「モデル地区」を設定し、

障害のある方や市福祉関係団体、保護者等の協力を得て、児童生徒と地域ぐる

みで福祉のまちづくりを共に学びあう「モデル地区推進事業」を実施するなど、

ソフト面における「心のバリアフリー」を推進します。 

 

  

実施事業 
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 ③ バリアフリー化の推進 

≪交通政策課、都心整備課≫   

さいたま市バリアフリー基本構想に基づき、事業者や教育機関等と連携し、

ハード・ソフト両面でのバリアフリー化を推進します。 

ホームドア未設置の市内駅については、事業者に対して、ホームドア設置に

対する補助や早期設置の要望を実施します。 

また、さいたま新都心のけやきひろばに設置された「さいたま新都心ふれあ

いプラザ」においては、車いす体験、白杖体験などのバリアフリー体験をとお

し、支え合いの心を醸成・発信することで、すべての人が安心して快適に活動

できるまちづくりを推進します。 

 

 ④ ノンステップバスの導入促進 

≪交通政策課≫   

高齢者や障害者等の移動円滑化を図るため、エレベーター、エスカレータ

ー、スロープ等の設置によりバリアフリー化されている、もしくはその計画が

ある鉄道駅に乗り入れるバス路線を対象として、事業者が導入するノンステッ

プバス費用の一部を助成します。 

 

 ⑤ 公園リフレッシュ事業の実施 

≪都市公園課≫   

さいたま市福祉のまちづくり条例に基づくみんなのトイレの整備（建替・新

設）など、老朽化が進む公園施設の改修及び質的向上を図ります。 
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事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

① 

ユニバーサルデザインの 

推進に関する職員への 

意識啓発 

≪都市経営戦略部≫ 

研修受講者アンケートに

よるユニバーサルデザイ

ンについての役立ち度 

【アンケート未実施】 

80% 85% 90% 

② 
福祉のまちづくりの推進 

≪福祉総務課≫ 

モデル地区推進事業 

参加者へのアンケートに 

よる理解度 

【96%】 

90% 90% 90% 

③ 
バリアフリー化の推進 

≪交通政策課、都心整備課≫ 

バリアフリー設備の補助 

【南浦和駅・北浦和駅 

 (京浜東北線ホーム)の 

ホームドア設置完了】 

京浜東北線

大宮駅のホ

ームドア整

備着手 

京浜東北線

大宮駅のホ

ームドア設

置完了 

市内駅の 

ホームドア

早期設置を

要望 

④ 
ノンステップバスの導入促進 

≪交通政策課≫ 

ノンステップバスの 

導入率 

【67.7%】 

68% 69% 69% 

⑤ 
公園リフレッシュ事業の実施 

≪都市公園課≫ 

「みんなのトイレ」整備

箇所数 

【2か所整備】 

新たな整備

箇所の検討
1 か所 1 か所 

 

  

成果指標 
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基本施策（４）外出や移動の支援  

障害者が、社会の様々な分野に積極的に参画し、生きがいをもって暮らせる

よう、タクシー利用に関するサービスや軽自動車税の減免など各種サービスを

提供し、外出や移動の支援を行います。 

また、必要なサービスが利用できるよう、各種サービスに関する周知を図る

ことで、障害者の社会参加を促進します。 
 

 

 

★① 外出が困難な障害者（児）に対する社会参加の促進 

≪障害支援課≫   

事業所等に対し広く周知啓発を行い、社会生活上必要不可欠な外出や余暇活

動等の社会参加のために移動介護を行う事業への参入を促すことで、外出が困

難な障害者（児）の社会参加を促進します。 

 

 ② 福祉タクシー利用料金助成事業、自動車燃料費助成事業の実施 

≪障害支援課≫   

重度障害者等の生活圏の拡大及び社会参加の促進を図るため、タクシー利用

料金又は自動車燃料費を助成します。 

 

 ③ 自動車運転免許取得費の補助、自動車改造費の補助 

≪障害支援課≫   

就業等を行う身体障害者の自動車免許取得に要する費用及び自動車の改造

に要した費用の一部を助成することにより、身体障害者の社会参加を促進しま

す。 

 

 ④ リフト付き自動車の貸出し 

≪障害支援課≫   

障害者の社会参加活動を支援するため、外出の困難な重度の身体障害者を対

象に、車いすのまま乗車できるリフト付き自動車を貸出します。 

 

  

実施事業 
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事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

★① 

外出が困難な障害者(児)に 

対する社会参加の促進 

≪障害支援課≫ 

移動支援事業所数 

【164 事業所】 
2 事業所増 2 事業所増 2 事業所増

  

成果指標 



 基本目標３ 自立と社会参加の仕組みづくり 
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基本施策（５）文化・スポーツ活動の促進  

障害の有無や障害の種別・程度を超えて交流し、それぞれの理解を深め、自

己実現を図るため、各種文化・スポーツ活動への参加を促進します。 

また、障害者による文化芸術活動の推進に関する法律の成立を踏まえ、様々

な障害の特性に応じて、障害者が文化芸術を鑑賞、発表をする機会の充実に努

めます。 
 

 

 

① 東京 2020 大会に向けた気運醸成 

≪オリンピック・パラリンピック部≫   

年齢、性別、障害の有無に関わらず多くの市民が様々なスポーツを体験でき

る「さいたまスポーツフェスティバル」をオリンピック・パラリンピック競技

種目を中心とした内容で開催します。 

東京2020大会のレガシーとして、本市が会場であるサッカー及びバスケット

ボール競技において、トップスポーツチーム等と更なる連携を図り、競技の普

及・発展を推進するほか、大会に向けて高まったスポーツへの関心を生涯スポ

ーツの振興へつなげます。 

また、本事業では、障害者に対する理解と認識を深めるため、ノーマライゼ

ーションの理念の普及啓発をはじめとする各種啓発活動も行います。 

 

 ② 障害者文化芸術活動の推進 

≪障害政策課、文化振興課≫   

障害者の文化芸術活動を奨励することにより、障害者の生きがいづくりや社

会参加を推進するとともに、その作品等を広く展示・公開することによって、

市民の障害者に対する理解の促進を図ります。 

また、関係機関と連携しながら、障害者の文化芸術に関する情報提供や、必

要に応じて障害福祉サービス事業所等に対してあっせん等を行います。 

 

  

実施事業 
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 ③ 全国障害者スポーツ大会への参加 

≪障害政策課≫   

競技などを通じスポーツの楽しさを体験するとともに、市民の障害に対する

理解を深め、障害者の社会参加を促進するため、障害者スポーツの全国的な祭

典である全国障害者スポーツ大会への参加を支援します。 

 

 ④ ふれあいスポーツ大会の実施 

≪障害政策課≫   

障害のある人もない人も、スポーツを通じ相互に親睦を深め、心身のリフレ

ッシュを図るとともに、ボランティアなどとの交流を促進するため、障害者団

体などと連携し、ふれあいスポーツ大会を実施します。 

 

 ⑤ スポーツ教室の充実 

≪障害政策課≫   

スポーツを通じて、障害者の社会参加の促進や健康増進を図るため、スポー

ツ教室を実施します。開催にあたっては、より幅広い方が参加できるよう、教

育委員会と連携し小中学校の特別支援学級等への訪問型の開催を行うなど内

容の充実を図ります。 

 

 ⑥ 市立施設の使用料減免 

≪障害支援課≫   

経済的な負担を軽減し、障害者の社会参加の促進を図るため、障害者とその

介助者の利用に関わる市の施設の使用料を減免します。 
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事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

① 

東京 2020 大会に向けた 

気運醸成 

≪オリンピック・ 

パラリンピック部≫ 

さいたまスポーツフェス

ティバルの来場者の 

満足度 

【94%】 

95% － － 

② 
障害者文化芸術活動の推進 

≪障害政策課、文化振興課≫ 

「障害者週間」市民の 

つどいでの出品作品数 

【91 作品】 

95 作品 95 作品 95 作品 

各種啓発イベントでの 

ステージ発表当事者団体

の数 

【4団体】 

5 団体 5 団体 5 団体 

④ 
ふれあいスポーツ大会の実施 

≪障害政策課≫ 

参加者アンケートによる 

次年度も参加したいと 

感じた方の割合 

【88.8%】 

90% 90% 90% 

⑤ 
スポーツ教室の充実 

≪障害政策課≫ 

参加者アンケートによる

次回も参加したいと感じ

た方の割合 

【アンケート未実施】 

80% 85% 90% 

 

  

  

成果指標 
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基本目標４ 障害者の危機対策 

基本施策（１）防災対策の推進  

これまでに起こった大規模な地震や風水害、感染症等の健康危機などにおけ

る経験と教訓を踏まえ、災害時等において障害者に対し、必要な情報や適切な

支援が提供できるよう、ＳＮＳなどの様々な媒体を活用した迅速な情報提供や

避難所の整備など各種取組を進めます。 

また、地域における防災対策の推進を図るため、災害時において要配慮者と

なる障害者等に対し必要な支援や配慮を行えるようにするために策定した「災

害時要配慮者支援マニュアル」や、自治会・自主防災組織や民生委員等による

避難行動要支援者名簿の活用を図るほか、障害者が参加できる防災訓練を実施

します。 
 

 

 

★① 防災知識等の普及・啓発 

≪防災課、障害支援課、福祉総務課≫   

災害時における要配慮者である障害者に必要な支援や配慮について、さいた

ま市災害時要配慮者支援マニュアルにより、支援者や地域住民への周知を図り

ます。 

また、障害特性に配慮した媒体を含む防災ガイドブックを全戸配布し、避難

行動要支援者が必要とする援助の内容が分かる防災・緊急時安心カードの普及

や、災害時における食料や水、必要な装具等の備蓄をよびかけるとともに、家

具の転倒防止や緊急避難場所・避難所の把握、近隣住民とのコミュニケーショ

ンといった災害に対する事前準備をよびかけることで、地域における住民、障

害者やその家族の防災意識の向上を図ります。 

さらに、多数の障害者等が利用する社会福祉施設における防災計画等の作成

の中で、物資の備蓄等も含めた防災対策への協力を促します。 
 

★② 要配慮者の避難支援対策の推進 

≪防災課、福祉総務課≫   

要配慮者が安心して避難所へ避難できるようにするために、専門的なケアが

必要な要配慮者を受け入れる福祉避難所の拡大を図るとともに、開設訓練を 

実施するなど、福祉避難所の機能を強化します。 

 

 

実施事業 
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★③ 避難行動要支援者名簿の活用 

≪防災課、障害支援課、福祉総務課≫   

避難行動要支援者である障害者の状況を把握し、災害時における地域での障

害者支援を推進するため、地域防災計画に基づき避難行動要支援者名簿を、自

主防災組織、自治会、民生委員に提供します。併せて名簿を新規で渡す際に同

封する案内の見直しを適宜行うとともに、名簿を活用した訓練を実施するなど、

より一層名簿の活用を促進します。 

また、自主防災組織、自治会及び民生委員による、避難行動要支援者の避難

先、避難経路、手段等をまとめた個別避難支援プランの作成を推進します。 

 

★④ 災害時等における確実な情報の発信 

≪防災課≫   

災害時等における情報伝達にあたり、障害の特性に応じ多様な情報収集手段

を確保するため、また、障害者の避難誘導を支援する市民等への適切な情報伝

達を行うため、防災行政無線放送やテレビといった手段に加え、メールやアプ

リ、災害時防災情報電話サービス等のＩＣＴを活用した情報伝達システムを整

備し、適切に運用します。 

 

★⑤ 防災訓練への障害者の参加 

≪障害支援課、防災課≫   

市総合防災訓練及び各区の避難所運営訓練において、誰もが参加できる防災

訓練を実施し、地域全体による災害時の体制整備に努めます。 

また、それぞれの防災訓練において、地域に住んでいる障害者の参加を促し、

障害者自身が災害時の避難行動等の理解を深めるとともに、障害や障害者に関

する理解を深める訓練を実施します。 
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事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

★① 

防災知識等の普及・啓発 

≪防災課、障害支援課、 

福祉総務課≫ 

災害時要配慮者支援 

マニュアルの周知啓発 

【周知・啓発】 

周知・啓発 周知・啓発 周知・啓発

浸水想定区域における 

障害者支援施設等の避難

確保計画策定率 

【32%】 

70% 85% 100% 

★② 

要配慮者の避難支援対策の

推進 

≪防災課、福祉総務課≫ 

福祉避難所開設訓練の 

実施回数 

【全ての施設に対して 

順次実施】 

24 回 24 回 24 回 

★③ 

避難行動要支援者名簿の 

活用 

≪防災課、障害支援課、 

福祉総務課≫ 

避難行動要支援者名簿を

活用した訓練を実施した

自主防災組織数 

【524 組織】 

350 組織 524 組織 580 組織 

★④ 

災害時における確実な情報

の発信 

≪防災課≫ 

防災行政無線メール、 

災害時防災情報電話サー

ビス事業等、避難情報を

受領できるサービス登録

者数 

【累計登録件数 

 14,760 件】 

累計登録 

件数 

31,000 件 

累計登録 

件数 

37,000 件 

累計登録 

件数 

43,500 件 

★⑤ 
防災訓練への障害者の参加 

≪障害支援課、防災課≫ 

訓練参加者(障害者に対

応する訓練の参加者)を

対象にアンケートを実施

し、障害及び障害者への

理解度調査 

【アンケート未実施】 

90% 90% 90% 

各区避難所運営訓練への

障害者の参加者数 

【30 人】 

30 人 30 人 30 人 

 

  

成果指標 
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基本施策（２）防犯等の対策  

障害者が地域社会において安心して暮らせるよう、緊急時や防犯等の対策を

図るほか、消費者トラブルの防止や被害への支援を行います。 
 

 

 

 ① 障害者支援施設等の防犯対策事業 

≪障害政策課、障害支援課≫   

国庫補助金を活用し、障害者支援施設等の防犯対策を強化するため、非常通

報装置・防犯カメラの設置や外構等の設置・修繕などの必要な安全対策に要す

る費用について、補助を行います。 

また、障害福祉サービス事業所の職員を対象に、防犯意識の向上を図るため、

警察等と連携した研修を実施します。 

 

 ② 緊急通報システムの設置 

≪障害支援課≫   

重度障害者の緊急時の対応を図るため、ボタン一つで通報することができる

緊急通報システムを設置します。 

 

 ③ インターネット・メール・ファクスによる１１９番通報受信 

≪指令課≫   

いつ起こるか判らない災害に対し、発声による１１９番通報が困難な方を対

象とした災害通報方法として、スマートフォンや携帯電話のインターネット機

能やメール機能、ファクスを活用し、障害者が消防機関へ緊急通報する際に、

文字による確実な通報受信を行います。 

 

 ④ 緊急時安心キット配布事業 

≪救急課≫   

救急車の要請に際し、かかりつけ医療機関や緊急時の連絡先などの情報を保

管して、円滑な救急搬送につなげるための緊急時安心キットの広報を行うとと

もに、無料で配布します。 

  

  

実施事業 
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 ⑤ 消費者行政の推進 

≪消費生活総合センター≫   

障害者の消費者被害の未然防止のため、障害者関係機関と連携し、出前講座

の実施やチラシ配布等、様々な場で情報提供、普及啓発を行います。 

また、消費者被害への支援のため、相談者の必要に応じて筆談等による消費

生活相談を実施します。 

 

 

 

 

事業名 

≪担当所管≫ 

成果指標 

【現状】 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

① 

障害者支援施設等の防犯対策

事業 

≪障害政策課、障害支援課≫ 

警察などの関係機関と 

連携した研修の実施 

【未実施】 

研修実施の

検討 

研修を 

実施 

研修を 

実施 

⑤ 
消費者行政の推進 

≪消費生活総合センター≫ 

消費生活相談員が講師を

した出前講座で「とても

役に立った」「役に立っ

た」と回答した参加者の

割合 

【91%】 

95% 95% 95% 

 

 

 

 

 

 

 

  

成果指標 


